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都市交通は「福祉・環境政策」
とセットで推進したフランス

著書「フランスのウォーカブルシティ・歩きたくなる都市のデザイン」

「フランスではなぜ子育て世代が地方に移住するのか」

「ストラスブールのまちづくり」 2012年度土木学会出版文化賞

共著「フランスの地方都市にはなぜシャッター通りがないのか」

翻訳監修書

「ほんとうのフランスがわかる本」在日前フランス大使館推薦

フランス都市政策の背景
2023年5月12日 運輸総合研究所

「交通・道路・都市の在り方を
考えるセミナー」

ヴァンソン藤井由実

なぜフランスでは人と多様なモビリティが共生する
まちづくりが可能であったか？

１.都市空間整備は、モビリティ再編成を伴って行われてきた
福祉・健康の観点からも総合的にモビリティ施策を構築

時速制限30Km/hのフランスの地方都市中心市街地で進むWell-beingを実現する

スマート（スロー）・マイクロモビリティ・自転車・徒歩推進政策

フランスは車社会だが、公共交通を導入して市街地活性化に成功した

1990年代から2000年代
人口50万人前後の都市圏共同体でLRT整備・車との共存施策の試みが始まる

1990年・道路交通法改正・30ゾーン整備規定の策定

ナント市（人口32万人・広域自治体連合人口約69万人) © VINCENT FUJII Yumi     

1.モビリティを包括した都市空間再編成

歩いて楽しい中心市街地を整備するモビリティ施策

2000年代から2010年代
人口30万人前後の都市圏共同体も公共交通導入・31都市でLRT整備

2008年・道路交通法改正・ゾーン20整備規定の策定

アンジェ市（人口15万人・広域自治体連合人口約30万人）© Anger Loire Métropole 

1.モビリティを包括した都市空間再編成
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人口が少ない村でも徒歩環境を整えているフランス

ビアリッツ市（人口2万5千人・広域自治体連合人口
約13万人）のBRT © VINCENT FUJII Yumi     

2000年代から2020年代・41都市でBRT整備
人口10万人以下の自治体では、路線バスを活性化

ソミュール市（人口5万人）の静かなたたずまい
中心市街地には車を入れない

© VINCENT FUJII Yumi     

1.モビリティを包括した都市空間再編成

誰がどのように政策を策定し、実行しているのか？

2. 組織と制度・自治体と地方政治家が主体となる都市政策

3. 国の方向性・公共交通と徒歩環境導入を支える法整備

4. 合意形成と市民の意識・環境保全と社会の連帯

人口34万人のニース市・トランジットモール© VINCENT FUJII Yumi     

2. 自治体と地方政治家が主体となる都市政策

議会、行政の充実した人材と多様性

ナント広域行政連合体
（人口約69万人）
の議員リスト

• 2014年から罰則のある
「選挙における男女候補者
リスト平等法」（2003年策定）

• 人口10万人以上の42自治体
の11都市で女性が市長

• 全国で専任議員は3.6%

*日本
「政治分野における男女共同
参画の推進に関する法律

（2018年策定）

ナント市長
メトロポール議長

（出典・Métropole de Nantes ）

➢市長が、副市長を議員の中から任命【パリ市・副市長48名 議員163名】
➢副市長の直接的な指示で、行政各部が活動する

パリ市役所
（市人口224万人）
街路移動部の組織図

職員数・1,700人
（パリ市役所全体

=50,000人）

予算・12億ユーロ
（1,560億円）

（パリ市年間予算
=1兆3,000万円）

議会と行政の協働体制

（出典・Ville de Paris ）

2. 自治体と地方政治家が主体となる都市政策
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拘束力のあるマスタープランと建築許可

（出典・「フランスの地方都市にはなぜシャッター通りがないのか」141頁）

都市計画マスタープラン

都市空間、農地など土地利
用を規定する拘束力がある

日本の地区計画に相当

日本の建築基準法と景観法
の内容を併せ持つ

建築に関する規制16項
を含む

必須・前面道路や
公共空地からの後退、
高さ限度など

任意・建物外観規制等

2. 自治体と地方政治家が主体となる都市政策

• 地方公共団体の首長、及びその議会の議員と行政府

政策主体

• 自治体が土地整備開発機構（経済混合会社、或いは公社）を設立

• 機構が整備ゾーン全体のコンセプトを問う公開競争コンペを実施

• 機構が、マスターアーバニストを選抜

事業主体

• 都市プランナーとして、自治体の仕様書に従い土地利用計画の基本プラン考案

マスターアーバニスト（建築家を中心とした専門家集団であることが多い）

• マスターアーバニストの設定した基本哲学に従い、個々の建造物を手がける

• 都市のファーニチャー、グリーンスペースに一体感を与える

デべロッパー、建築家、景観デザイナー

開発民間業者
には、建築許可
を通して
全体の哲学と
デザインを
守らせる

整合性のある開発・マスターアーバニスト

（出典・「フランスの地方都市にはなぜシャッター通りがないのか」159頁）

2. 自治体と地方政治家が主体となる都市政策

CEREMAの図に筆者加筆CEREMAの図に筆者加筆

「モビリティ基本法」

アクティヴモード（徒歩・自転車）移動の推進を明記

公共交通を支えてきた法整備

3. 国の方向性

（出典「フランスのウォーカブルシティ」119頁）

問題点

1. 日常の移動を大切にする

2. 地域格差の減少

3. 環境・気候変動対策

‐ クリーンな移動

4.  新しいモビリティの導入と促進

‐多様な移動手段の利用促進

-フランスのMaaS

方向性

1. 既存の交通網の見直し

• 投資の不均衡の是正

• 大型TGV開発の終焉

2. 交通空白エリア（国民の27%）の自治体
交通政策部により大きな裁量権を与える

3. クルマ移動の抑制

・2040年までに100%化石燃料使用自動車の

新車販売禁止（EU規制で2035年）

4. 交通情報のオープンデータ化

・既存のすべての移動手段情報提供サービス

に、総合的な乗車券決済機能を充実化

交通基本法LOTIから40年・LOM 法 2019年12月26日（モビリティ基本法）

3. 国の方向性
モビリティ基本法と交通データのオープン化
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光ファイバー

網 :140Km

監視カメラ: 269台

バス優先の交
差点 :113ヵ所
対象🚌180台

都市インフラ
総合制御センター

ボラード: 26ヵ所

大気環境セン
ター: 20ヵ所

GPS搭載車両:205台

オープン
データ

コネクテッド照明
100%LED34000拠点

コネクテッド
施設:180 ヵ所

（出典「フランスのウォーカブルシティ」164頁
原図・Dijon Métropole）

大学・研
究所施設

MaaS も活用した都市マネジメント・スマートシティ

On Dijon・広域行政連合人口26万人のディジョン市 4. 市民の意識と合意形成

法律で守られた都市計画策定への市民参加のプロセス

（出典「フランスのウォーカブルシティ」227頁）

2016年日本と欧米諸国の状態別交通事故死者数の構成率（出典・内閣府ホームページ）

• 「速度制限が事故防止につながる」認識が、一般市民に伝わっている
• 自転車利用推進や歩行者NPOの支援（20ゾーン設置）

最優先される歩行者の安全

4. 市民の意識と合意形成

2018年フランス国内における地球温暖化ガスの排出源
（出典・エコロジー移行省を元に作成）

高い環境保全への関心と意志

・徹底した幼少時からの
環境教育が、都心では車を
手放す合意へ

・メインニュースの内容の
3分の１が環境マター

・フランス地方選挙におけ
る緑の党の躍進

4. 市民の意識と合意形成
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フランスの都市政策を支える概念は環境保全と連帯意識（富の再分配）

17

EU諸国のGDPに占める社会保障と税負担割合の合計（2019年）
48.4％のフランスの負担が最も高い 高率の各種税金が支える社会 政治の選択

社会の連帯意識（都市政策への公金投与への同意）

ユーロ圏平均約41％・日本31.9％（2019年）

（出典「フランスのウォーカブルシティ」197頁・原出典 EUROSTAT）

4. 市民の意識と合意形成

住みたいまちをつくる

フランス人が住みやすい都市と評価する主な条件（%）複数回答可
上の線は中都市の住民回答、下の線はフランス全土の住民が対象 （2021年）

（出典「フランスのウォーカブルシティ」262頁・原出典IFOP）
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4. 市民の意識と合意形成

©wikipediaの図に筆者加筆

地方政治家
の都市政策
への関与度
が高い

交通インフ
ラや歩行者
空間整備は
完全に都市
計画に統合

公共交通が
整備された
ウォーカブ
ルシティは
空き店舗率
も低い

主なスマートシティ実装都市

15分都市構想

（徒歩環境を整えたまちづくり）

LRT

海外LRTの乗り入れ
ゴムタイヤLRT

トロリーバス
地下鉄
VAL

（2020年）

20

© Angers Loire Métropole1965年アンジェ市中心広場

車が少ない都心の景観は、言葉だけでは分からない
『持続可能な発展都市』を具現化して、市民に見せた

ご清聴ありがとうございました

ヴァンソン藤井由実 www.fujii.fr

「フランスのウォーカブルシティ」 歩きたくなる都市のデザイン 2023年5月出版
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